
令和２年度

あま市病院事業会計予算



.



議案第２９号

　（総則）

　（収益的収入及び支出）

第２条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（病院事業収益額が病院

　　第１款　病院事業収益 千円

　　　第１項　医業収益 千円

　　　第２項　医業外収益 千円

　　　第３項　特別利益 千円

　　第１款　病院事業費用 千円

　　　第１項　医業費用 千円

　　　第２項　医業外費用 千円

　　　第３項　特別損失 千円

　　　第４項　予備費 千円

　（資本的収入及び支出）

　　第１款　資本的収入 千円

　　　第１項　負担金 千円

　　　第２項　補助金 千円

　　　第３項　投資回収金 千円

　　　第４項　固定資産売却代金 千円

　　第１款　資本的支出 千円

　　　第１項　建設改良費 千円

　　　第２項　企業債償還金 千円

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第５条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

　める。

　(1)　第６条に定める経費を除き、予定支出の各項の経費及び各項の間の経費

支　　　出

支　　　出

収　　　入

８７５,１８９

１１２,９８０

３

９８９,３７２

３２３,８４４

第３条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

３２３,８４１

　　　令和２年度あま市病院事業会計予算

１３９,６００

７００,７５３

６,４９７

第１条　令和２年度あま市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

８４６,８５０

収　　　入

第４条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

１,２００

２

３２３,８４１

１

１

１

３２３,８４３
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

　(1)　職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第７条　病院事業の健全な経営に資するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金

　額は６５０，８６６千円である。

　　令和２年２月２６日提出

村 上 浩 司

　ばならない。

４６,０７６

あま市長
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予 算 に 関 す る 説 明 書



款 項 目

１．その他医業収益

１．受取利息配当金

２．他会計補助金

３．補助金

４．負担金交付金

５．長期前受金戻入

６．その他医業外収益

１．固定資産売却益

２．過年度損益修正益

３．長期前受金戻入

４．その他特別利益

款 項 目

１．給与費

２．経費

３．減価償却費

４．資産減耗費

１．支払利息及び企業債
　　取扱諸費

２．長期前払消費税
　　勘定償却

３．雑損失

１．固定資産売却損

２．過年度損益修正損

３．その他特別損失

１．予備費

千円

令和２年度あま市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収入

備 考予定額(千円)

11

139,600

139,600

 預金利息収益

700,753

 他会計負担金等の収益

846,850  病院事業に係る収益１．病院事業収益

279,910  減価償却等に対応する長期前受金戻入による収益

3

 その他雑支出

 特別な要因により発生した臨時的な収益

 特別な要因により発生した臨時的な費用

1

6,497

1

1

支出

４．予備費

6,494

△ 142,522収支差引

850

 一般会計補助金

112,980

1

1

1

1,200

1,200

 各種事務手数料、使用料等の収益3,001

３．特別利益

２．医業外収益

１．医業収益

１．医業費用

１．病院事業費用

２．医業外費用

46,076

 固定資産の除却の費用

875,189

500

416,347

412,266

 職員の給与費用

 一般会計負担金及び指定管理者負担金

1

371,754

46,076

 減価償却等に対応する長期前受金戻入による収益

 固定資産の減価償却の費用

30,713

81,417  企業債利息及び一時借入金利息

989,372

 事業活動全般に関連する費用

予定額(千円) 備 考

 病院事業に係る費用

３．特別損失
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款 項 目

１．負担金

１．補助金

１．長期貸付金回収金

１．固定資産売却代金

款 項 目

１．建設改良費

２．固定資産購入費

１．企業債償還金

千円

支出

収入

資本的収入及び支出

1

323,841

予定額(千円)

1収支差引

323,841  企業債の元金償還金

1  建設改良等に要する経費

2

1  器械備品等購入に要する経費

備 考

323,841

323,844  病院施設の建設改良等にあてる収入

備 考

 一般会計負担金及び指定管理者負担金

２．企業債償還金 323,841

１．資本的支出

１．建設改良費

323,843

1

1

1

1

1

 病院施設の建設改良等に要する経費

予定額(千円)

２．補助金

４．固定資産売却代金

３．投資回収金

１．資本的収入

１．負担金
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(単位　千円)
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失（△） △ 142,522
減価償却費 412,266
固定資産除却費 500
長期前払消費税勘定償却 30,713
長期前受金戻入 △ 286,404
貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,000
受取利息配当金 △ 11
支払利息及び企業債取扱諸費 81,417
未収金の増減額（△は増加） △ 800
未払金の増減額（△は減少） △ 500
その他流動資産の増減額（△は増加） 0
その他流動負債の増減額（△は減少） 0
小計 95,659
利息及び配当金の受取額 11
利息の支払額 △ 81,417

業務活動によるキャッシュ・フロー 14,253

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 2
有形固定資産の売却による収入 1
貸付金の回収による収入 1
国県補助金等による収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 1

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 323,841
一般会計負担金による収入 176,354
指定管理者負担金による収入 147,487

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

４　資金増加額 14,254
５　資金期首残高 325,521
６　資金期末残高 339,775

令和２年度あま市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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１．総括

本
年
度

損益勘定
支弁職員

0 37,944

37,944

前
年
度

損益勘定
支弁職員

0

6

0

6

5

0

5

0

21,742

0
資本勘定
支弁職員

0 0

合 計 0

46,076

資本勘定
支弁職員

△ 12,312

0

0

合 計 0

0

24,521

0 0

2,220

58,38824,521

17,351

17,351

0

20,593

0

20,593

9,905

8,132

8,132

△ 2,220

給　　与　　費　　明　　細　　書

（△印減）

区 分

職員数 給　　　与　　　費（千円） 法定
福利費

合計
一般職

報酬
（千円）

計
（人）

手当
（千円）

給料 賃金

714

0

手当の内訳

区 分
地　域
手　当

管理職
手　 当

扶　養
手　当

比

較

損益勘定
支弁職員

0

合 計 0 △ 3,928

資本勘定
支弁職員

0

△ 1

0 0

※（　）内は再任用職員（外書き）

退　 職
給付費

△ 1

△ 834

3,924

3,0909,166

△ 318

1,572

△ 124

500

本年度

△ 1,070

1,985

△ 255

1,609

1,3541,254

前年度

比較 0

324

住　居
手　当

△ 37

195

158

通　勤
手　当

△ 1,753

10,919

0

376

時間外
勤　 務
手　 当

0

0

0

△ 4,391

21,742

48,483

期　末
勤　勉
手　当

915

58,388

46,076

△ 1,773 △ 12,312

714

0

△ 3,928

48,483 9,9052,220

△ 2,220

0

△ 10,539

△ 10,539△ 4,391

0

（単位　千円）

0

△ 1,773

児　童
手　当

0 0

324
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２．給料及び手当の増減額の明細

千円 千円

給与改定の状況

前年度給与の改定率

平均昇給率

昇給期別職員数

採用、退職の状況等

令和元年度中退職者数（予定）

令和２年度中採用者数（予定）

期末勤勉手当手 当 △ 4,391 制度改定に伴う
増減分

97

0.00%

12月給与改定実施時期

給 料 △ 3,928 給与改定に伴う
増減分

0

昇給に伴う増加
分

320

備 考区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

その他の増減分 △ 4,488 新陳代謝等に係
る増減分

その他の増減分 △ 4,248 新陳代謝等に係
る増減分

（職員数）

1月 5人

　△280,000千円

0人

0人

97千円制度改正に伴う
増加

（昇給期）

1.55%
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

区 分
医 師 医療技術員 看 護 師

-              

-              

平均給料
月額（円）

-              -              

-              

令和２年
 １月１日

現在

平均年齢
（才）

-              -              

平均給与
月額（円）

-              

342,020 0

-              -              405,329 0

-              -              

そ の 他

医療職（１） 医療職（２） 医療職（３） 行政職（１） 行政職（２）

事 務 職 員准 看 護 師

0.0

318,700 328,600

43.6

平均給与
月額（円）

1,079,981 402,270 366,059
平成31年
 １月１日

現在

平均給料
月額（円）

518,767

42.8

医療技術員 看 護 師

（備考）再任用職員を除く

平均年齢
（才）

49.9

区 分 医 師 事 務 職 員 そ の 他

（単位　円）

50.0

309,246 289,074

44.6

248,402 243,058

45.5

229,300

391,244

58.3

准 看 護 師

-              -              

-              -              -              

高 校 卒

短 大 ３ 卒

大 学 ６ 卒 -              -              -              -              -              -              

147,900

-              -              -              

150,600-              -              

182,200 -              大 学 卒 -              -              -              -              

- 8 -



級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

6
(1)

32
(1)

-     

（３）級別職員数

７級 0 0.0

８級 0 0.0

0.0

２級 0

医療職
（１）

医療業務を
行う職務

相当高度の
知識経験に
基づき困難な
医療業務を
行う職務

診療科の部
長の職務

院長又は副
院長の職務

副院長又は
医局長の職
務

（級別の基準となる職務）
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

医療職
（３）

准看護師の
職務

看護師の職
務又は相当
の経験を必
要とする准看
護師の職務

看護局長の
職務

副看護局長
の職務

看護師長の
職務

主任の職務

医療職
（２）

技術員の職
務

科長の職務
又は困難な
業務を行う技
師長の職務

技師長又は
副科長の職
務

主任の職務
又は困難な
業務を行う副
主任の職務

副主任の職
務

１　薬剤師の職
務
２　診療放射線
技師の職務
３　臨床検査技
師の職務
４　理学療法士
又は作業療法
士の職務

行政職
（２）

定例的な技
能及び労務
等の業務を
行う職務

技能又は経
験を必要とす
る業務を行う
職務

相当の技能
又は経験を
必要とする業
務を行う職務

行政職
（１）

部長の職務次長の職務
課長又は主
幹の職務

課長補佐の
職務

係長の職務主査の職務主任の職務主事の職務

８級６級 ７級

困難な業務を
行う科長の職
務

区 分
医 療 職 （ １ ） 医 療 職 （ ２ ） 医 療 職 （ ３ ） 行 政 職 （ １ ） 行 政 職 （ ２ ）

令和２年１月１日
現在

１級 -     -     １級 -     -     １級 -     -     １級 0.0 １級 0

0.0 ２級 0 0.0

40.0 ３級 0 0.0３級 2

0

-     ２級 -     -     ２級 -     

-     -     

２級 -     -     

５級 -     -     

４級 -     -     ４級 -     -     

５級 -     ５級 -     -     

３級 -     -     ３級 -     ３級 -     

５級 1 20.0

４級 -     -     ４級 1 20.0

計 -     -     計 -     計 -     

６級 -     -     ６級 -     -     ６級 1 20.0

計 5 100.0 計 0 0.0

平成31年１月１日
現在

１級 0 0.0 １級 0 0.0 １級 0 0.0 １級 2 12.5 １級 1 100.0

２級 0 0.0

３級 7 77.8 ３級 18.8 ３級 10.4 ３級 5 31.3 ３級 0 0.0

0.0 ２級 9 28.1 ２級 81.3 ２級 0

5.2

0.0 ２級 0

４級 3 18.7

５級 1 11.1 ５級 4 12.5 ５級 2 2.1 ５級 2 12.5

４級 1 11.1 ４級 13 40.6 ４級 5

７級 0 0.0 ７級 0 0.0

６級 0 0.0 ６級 ６級 3 18.71 1.0

８級 1 6.3

計 9 100.0 計 100.0 計 100.0 計 16 100.0 計 1 100.0

-     

78

10

-     

96

７級 -     -     
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

（６）定年退職及び応募認定（１号）に係る退職手当

（７）その他の手当

３号給

４号給

５号給

（Ｂ）／（Ａ）

（Ｂ）／（Ａ）比　　率 ％

（人）

（人）

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

差 異 の 内 容

通 勤 手 当

住 居 手 当

地 域 手 当

扶 養 手 当

管 理 職 手 当

区 分

（人）

一般職合計

100

5

5

5

5 5

100

前

年

度

職　員　数 （Ａ）

昇給に係る職員数 （Ｂ）

号 級 数 別 内 訳

２号給

（人）

（人）

（人）

（人）

％

5

5

5

区 分

（人）

（人）（Ａ）

（Ｂ）

５号給

４号給

３号給

２号給

号 級 数 別 内 訳

昇給に係る職員数

職　員　数

（人）

（人）

（人）

本

年

度

比　　率

そ の 他 の
加 算 措 置（ 月 分 ） （ 月 分 ）

4.502.250

支給率計支給期別支給率

2.250

（ 月 分 ）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

有

有2.225 2.225

2.250 2.250 4.50

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

定年前早期退職
特例措置

（2％～45％加算）
制度なし

退 職 時
特別昇給

備 考
（ 月 分 ）

１２月（月分） （月分）６月（月分）
備 考

一般会計の制度

前年度

本年度

区 分

4.45

有
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期　間 金額（千円）

事　　　項

経営基盤強化交付金

指定管理者との間で指定期
間内に締結する協定で定め
る経営基盤強化交付金の合
計額

令和元年度 158,980

債 務 負 担 行 為

政策的医療交付金

限　度　額
（千円）

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

指定管理者との間で指定期
間内に締結する協定で定め
る政策的医療交付金の合計
額

101,250令和元年度
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期　間 金額（千円）

に 関 す る 調 書

一般会計負担金

当該年度以降の支
払義務発生予定額

指定管理者との間で指定期間内
に締結する協定で定める政策的
医療交付金の合計額

令和２年度から
令和20年度まで

指定管理者との間で指定期間内
に締結する協定で定める経営基
盤強化交付金の合計額

令和２年度から
令和３年度まで

左の財源内訳（千円）

医業収益一般会計負担金
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１．固定資産

　(1) 有形固定資産

　　イ．土地

　　ロ．建物

　　　　減価償却累計額

　　ハ．構築物

　　　　減価償却累計額

　　ニ．器械備品

　　　　減価償却累計額

　　ホ．車両

　　　　減価償却累計額

　　　有形固定資産合計

　(2) 無形固定資産

　　イ．電話加入権

　　ロ．その他無形固定資産

　　　無形固定資産合計

　(3) 投資その他の資産

　　イ．長期貸付金

　　　　貸倒引当金

　　ロ．長期前払消費税

　　ハ．破産更生債権等

　　　　貸倒引当金 0

　　　投資その他の資産合計

　　固定資産合計

２．流動資産

　(1) 現金預金

　(2) 未収金

　　　貸倒引当金

　　流動資産合計

　資産合計

1,053,326

36,304

△ 15,539 20,765

1,807

1,053,326

△ 4,440 0

9,640

1,743,494

△ 1,521,654

3,944

△ 3,550

△ 9,640

7,247,850

令和２年度あま市病院事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

△ 835

445,795

4,440

6,249,203

△ 745,482

（単位　千円）

5,503,721

445,795

340,540

6,800,046

221,840

394

202

2,009

1,600

339,775

765

7,588,390

資　産　の　部
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３．固定負債

　(1) 企業債
　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計

　　固定負債合計

４．流動負債

　(1) 企業債
　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計

　(2) 未払金

　(3) 引当金

　　イ．賞与等引当金

　　　引当金合計

　(4) その他流動負債

　　流動負債合計

５．繰延収益

　　　長期前受金

　　　収益化累計額

　　繰延収益合計

　負債合計

６．資本金

７．剰余金

　(1) 利益剰余金

　　イ．当年度未処理欠損金

　　　利益剰余金合計

　　剰余金合計

　資本合計

　負債資本合計

419,824

471,188

1,320,694

△ 849,506

8,130,687

7,230,676

7,230,676

7,230,676

419,824

2,000

3,316

3,683

428,823

3,683

1,938,037

負　債　の　部

資　本　の　部

7,588,390

△ 2,480,334

△ 542,297

2,480,334

△2,480,334

- 14 -



１．固定資産

　(1) 有形固定資産

　　イ．土地

　　ロ．建物

　　　　減価償却累計額

　　ハ．構築物

　　　　減価償却累計額

　　ニ．器械備品

　　　　減価償却累計額

　　ホ．車両

　　　　減価償却累計額

　　　有形固定資産合計

　(2) 無形固定資産

  　イ．電話加入権

　　ロ．その他無形固定資産

　　　無形固定資産合計

　(3) 投資その他の資産

　　イ．長期貸付金

　　　　貸倒引当金

　　ロ．長期前払消費税

　　ハ．破産更生債権等

　　　　貸倒引当金

　　　投資その他の資産合計

　　固定資産合計

２．流動資産

　(1) 現金預金

　(2) 未収金

　　　貸倒引当金

　　流動資産合計

　資産合計

令和元年度あま市病院事業予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）
（単位　千円）

資　産　の　部

6,249,202

△ 1,261,654 482,340

1,053,326 1,053,326

3,944

△ 596,534 5,652,668

1,743,994

36,304

△ 12,399 23,905

△ 3,550 394

2,187

7,212,633

12,480

476,508

8,640

△ 8,640

476,508

202

1,985

△ 12,480 0

0

1,800

7,691,328

△ 834 966

325,521

326,487

8,017,815
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３．固定負債

　(1) 企業債
　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計

　　固定負債合計

４．流動負債

　(1) 企業債
　　イ．建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債
　　　企業債合計

　(2) 未払金

　(3) 引当金

　　イ．賞与等引当金

　　　引当金合計 　

　(4) その他流動負債

　　流動負債合計

５．繰延収益

　　　長期前受金

　　　収益化累計額

　　繰延収益合計

　負債合計

６．資本金

７．剰余金

　(1) 利益剰余金

　　イ．当年度未処理欠損金

　　　利益剰余金合計

　　剰余金合計

　資本合計

　負債資本合計

7,650,500

323,841

負　債　の　部

7,650,500

7,650,500

3,683

3,316

333,340

323,841

2,500

3,683

資　本　の　部

1,938,037

996,852

△ 563,102

433,750

8,417,590

2,337,812

△ 399,775

8,017,815

△2,337,812

△ 2,337,812
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１．医業収益

　(1) その他医業収益

２．医業費用

　(1) 給与費

　(2) 経費

　(3) 減価償却費

　(4) 資産減耗費

医業損失

３．医業外収益

　(1) 受取利息配当金

　(2) 他会計補助金

　(3) 補助金

　(4) 負担金交付金

　(5) 長期前受金戻入

　(6) その他医業外収益

４．医業外費用

　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

　(2) 長期前払消費税勘定償却

　(3) 雑損失

経常損失

５．特別利益

　(1) 固定資産売却益

　(2) 過年度損益修正益

　(3) 長期前受金戻入

　(4) その他特別利益

６．特別損失

　(1) 固定資産売却損

　(2) 過年度損益修正損

　(3) その他特別損失

当年度純損失

前年度繰越欠損金

当年度未処理欠損金

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

令和元年度あま市病院事業予定損益計算書

720

113,311

48,786

131,750

1

1,110,180

850

81,748

1

1

1

14,890

16,281

585,722

670

185,074

30,713

5

3,001

348,855

1

1,848,071

2,337,812

16,278

489,741

3

（単位　千円）

335,218

356,185

501

418,276

131,750

506,019

472,411

978,430
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　１．重要な会計方針

　　(1) 固定資産の減価償却の方法

　　　　減価償却の方法　定額法

　　　ア　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　主な耐用年数（減損を認識した資産を除く。）

　　　　　　建物　３９年（付属設備を含む。）

　　　　　　構築物　１０年～２０年

　　　　　　器械備品　４年～８年

　　　　　　車両　５年

　　　イ　無形固定資産

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　その他無形固定資産　１５年

　　(2) 引当金の計上方法

　　　ア　退職給付引当金

　　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、病院事業会計は一

　　　　般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めに

　　　　より、病院事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は

　　　　全額一般会計において措置することとなっているため、病院事業会計において

　　　　は退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　　イ　賞与等引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当

　　　　年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３

　　　　月までの４か月分）を計上している。

　　　ウ　貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

　　　　額を計上している。

　　(3) 消費税等の会計処理

  　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外

　　　消費税等については、当事業年度の費用として処理している。ただし、固定資産

  　　に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、２０年間

  　　で均等償却を行っている。

注記
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　２．予定貸借対照表等関連

　　　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日から起算して１年以内

　　に償還予定のものも含む。）のうち他会計が負担すると見込まれる額は、令和元年

　　度４，２６１，４２５千円、令和２年度４，０８５，０７２千円である。

　３．セグメント情報の開示

　　　病院事業のみを運営しており、報告セグメントが単一であるため記載を省略して

　　いる。

　４．その他の注記

　　　賞与等引当金の目的使用による取崩しについて

　　当事業年度において、期末・勤勉手当及び当該手当に係る法定福利費を支給するた

　　め、賞与等引当金を令和元年度４，３６１千円、令和２年度３，６５８千円取り崩

　　している。

- 19 -



予 算 実 施 計 画 明 細



款 項 目

千円

千円

 自動販売機使用料、病児病後児保育室使用料等

固定資産撤去費用引当金戻入益 千円

解体事業分　一般会計負担金 千円

 一般会計負担金

 三菱UFJ銀行等　預金利息

25,000

 指定管理者負担金

 一般会計補助金

 看護学生修学資金貸付金回収利息

5,500 文書料等

 大治町運営協力金

 一般会計負担金

1

371,754

1

3,001

説 明

1

１．病院事業収益

１．医業収益

10

46,076

30,500２．その他医業収益

１．預金利息

２．長期貸付金回収利息

846,850

139,600

109,100１．他会計負担金

46,076

1

11

700,753

令和２年度あま市病院事業会計予算実施計画明細

収益的収入及び支出

収入

節

139,600

予定額(千円)

１．その他医業収益

279,910

279,910

52,418

1

319,336

１．他会計補助金

１．補助金

１．他会計負担金

５．長期前受金戻入

２．その他負担金

３．補助金

４．負担金交付金

２．医業外収益

１．受取利息配当金

２．他会計補助金

１．建設改良費負担金 6,494

1

３．特別利益

1

1

１．固定資産売却益

１．建設改良費負担金

1

６．その他医業外収益

１．不用品売却収益

２．その他医業外収益

1

3,000

１．過年度損益修正益

１．その他特別利益

２．過年度損益修正益

１．固定資産売却益

３．長期前受金戻入 6,494

6,497

４．その他特別利益
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款 項 目

 市町村職員共済組合負担金 千円

千円

千円

 賞与分 千円

 法定福利費分 千円

 設備修繕等

千円

千円

千円

千円

 研修負担金 千円

 施設管理負担金 千円

 政策的医療交付金 千円

 経営基盤強化交付金 千円

 給与特例措置交付金 千円

 破産更生債権 費用計上額等

 自動車重量税、収入証紙等

 屋外建造物、工作物等減価償却費

 水道施設利用権減価償却費

１２．負担金、補助及び交付金 100392,988

1,130

3,096

587

 建物、設備火災保険料

説 明

46,076

50

989,372

875,189

148,948

178

260,000

13,812

50

1,000

530

3,140

412,266

11,165

20,593

3,090

7,545

300

3,090

3,683

 ガソリン等800

300

3,000

134,100

199,905

55,883

812 電子機器保守等

 医療器械器具、什器、備品等減価償却費

 全国自治体病院協議会等会費

 業務委託等

2,500

13,000

3,400  車両賃貸借料

 自動車保険料 400

 指定管理者評価委員会委員

130

 一般旅費

416,347

33

１５．公租公課

５．食料費

４．燃料費

６．修繕費

７．保険料

８．賃借料

４．退職給付費

２．手当

１．給料

１１．諸会費

１０．委託料

１．建物減価償却費

３．器械備品減価償却費

２．経費

３．減価償却費

１．報償費

２．旅費交通費

９．通信運搬費

１３．貸倒引当金繰入額

２．構築物減価償却費

１４．雑費

４．無形固定資産減価償却費

 建物及び付属設備等減価償却費

 通信費等

 一般消耗品費

50

4  会議用お茶等

700

３．消耗品費

１．病院事業費用

１．医業費用

１．給与費

節 予定額(千円)

支出

３．法定福利費

 市町村職員退職手当組合負担金

 事務職員　５名

6,415

 地方公務員災害補償基金負担金

５．賞与等引当金繰入額
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４．車両減価  自動車減価償却費

償却費

款 項 目

 平成24年度分　629.1百万円 千円

 平成25年度分　　505百万円 千円

 平成26年度分　　552百万円 千円

 平成27年度分　4,792百万円 千円

 平成27年度分 　 581百万円 千円

 平成27年度分  1,440百万円 千円

千円

 消費税関係雑支出

１．固定資産売却損

１．過年度損益修正損

１．その他特別損失  解体工事 千円

４．予備費

１．予備費

１．予備費

説 明

500

予定額(千円)

0

1

1,200

1,200

1,200

112,980

500

80,916

30,713

81,417

8,724

37

5,913

6,772

500

850

3

1

30,713

850

1

1

1

1

 平成28年度分　　 48百万円

52,712

6,391

367

２．医業外費用

１．支払利息及び企業債取扱諸費

３．雑損失

４．資産減耗費

１．企業債利息

１．固定資産除却費

２．一時借入金利息

節

１．長期前払消費税勘定償却

２．過年度損益修正損

３．その他特別損失

１．その他雑損失

３．特別損失

１．固定資産売却損

２．長期前払消費税勘定償却

３．企業債手数料及び取扱費

1
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款 項 目

款 項 目

 施設改修工事費等 千円

 医療機器等購入費

 平成24年度分　629.1百万円 千円

 平成25年度分　　505百万円 千円

 平成26年度分　　552百万円 千円

 平成27年度分　4,792百万円 千円

 平成27年度分 　 581百万円 千円

千円

千円

10,000

 指定管理者負担金

21,546323,841

323,841

 平成28年度分     48百万円 12,000

 平成27年度分  1,440百万円 160,000

１．企業債償還金

１．企業債償還金

17,239

19,402

83,527

10,127

1

1

1

323,841

説 明

資本的収入及び支出

１．負担金

 看護学生修学資金貸付金回収

1

1

２．企業債償還金 323,841

１．国県補助金

１．建設改良費

２．固定資産購入費

1

1

1

支出

予定額(千円)

323,843

2

323,841

予定額(千円)

323,844

176,354

147,487

１．固定資産売却代金

１．固定資産売却代金

２．補助金

１．補助金

３．投資回収金

１．長期貸付金回収金

１．他会計負担金  一般会計負担金

収入

１．負担金

１．器械備品購入費

１．施設改良費

１．資本的支出

１．建設改良費

２．その他負担金

節 説 明

４．固定資産売却代金

１．長期貸付金回収金

1

1

1

1

1

節

１．資本的収入
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